
【【【【様式第1号様式第1号様式第1号様式第1号】】】】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額 科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産
10,248,483

  固定負債
2,426,800

    有形固定資産
8,484,510

    地方債
2,399,866

      事業用資産
6,065,956

    長期未払金
-

        土地
1,197,127

    退職手当引当金
26,934

        立木竹
-

    損失補償等引当金
-

        建物
7,261,302

    その他
-

        建物減価償却累計額
-3,911,793

  流動負債
559,561

        工作物
3,058,767

    １年内償還予定地方債
516,221

        工作物減価償却累計額
-1,539,447

    未払金
-

        船舶
-

    未払費用
-

        船舶減価償却累計額
-

    前受金
-

        浮標等
-

    前受収益
-

        浮標等減価償却累計額
-

    賞与等引当金
26,211

        航空機
-

    預り金
17,130

        航空機減価償却累計額
-

    その他
-

        その他
-

負債合計
2,986,361

        その他減価償却累計額
-

【純資産の部】

        建設仮勘定
-

  固定資産等形成分
10,709,483

      インフラ資産
2,353,115

  余剰分（不足分）
-2,795,491

        土地
-

        建物
-

        建物減価償却累計額
-

        工作物
8,284,431

        工作物減価償却累計額
-5,941,855

        その他
-

        その他減価償却累計額
-

        建設仮勘定
10,539

      物品
682,938

      物品減価償却累計額
-617,499

    無形固定資産
5,586

      ソフトウェア
-

      その他
5,586

    投資その他の資産
1,758,387

      投資及び出資金
18,735

        有価証券
-

        出資金
17,769

        その他
966

      投資損失引当金
-

      長期延滞債権
13,633

      長期貸付金
-

      基金
1,726,885

        減債基金
518,000

        その他
1,208,885

      その他
-

      徴収不能引当金
-866

  流動資産
651,870

    現金預金
184,310

    未収金
7,005

    短期貸付金
-

    基金
461,000

      財政調整基金
461,000

      減債基金
-

    棚卸資産
-

    その他
-

    徴収不能引当金
-445

純資産合計
7,913,991

資産合計
10,900,353

負債及び純資産合計
10,900,353

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

・出資金のうち、市場価格がないもの出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

③有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しております。

・無形固定資産

　定額法を採用しております。

④引当金の計上基準及び算定方法

・徴収不能引当金

　過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。

・賞与引当金

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

・退職給付引当金

 

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。 

⑧一般会計等の範囲

　一般会計

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

（平成30年3月31日現在）



【【【【様式第2号様式第2号様式第2号様式第2号】】】】

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他

-

純行政コスト

2,574,186

    その他

-

  臨時利益

2,427

    資産売却益

2,427

    資産除売却損

0

    投資損失引当金繰入額

-

    損失補償等引当金繰入額

-

純経常行政コスト

2,551,500

  臨時損失

25,113

    災害復旧事業費

25,113

  経常収益

134,879

    使用料及び手数料

65,955

    その他

68,924

      社会保障給付

245,527

      他会計への繰出金

425,923

      その他

824

        その他

2,003

    移転費用

1,109,580

      補助金等

437,305

      その他の業務費用

19,315

        支払利息

16,002

        徴収不能引当金繰入額

1,310

        維持補修費

56,098

        減価償却費

481,875

        その他

59,637

        その他

204,310

      物件費等

969,584

        物件費

371,974

        職員給与費

330,445

        賞与等引当金繰入額

26,211

        退職手当引当金繰入額

26,934

  経常費用

2,686,379

    業務費用

1,576,800

      人件費

587,900

行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

自　平成29年4月1日

至　平成30年3月31日

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額



【【【【様式第3号様式第3号様式第3号様式第3号】】】】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名科目名科目名科目名 合計合計合計合計 固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分 余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分)

前年度末純資産残高
10,950,643 13,693,726 -2,743,084

  純行政コスト（△）
-2,574,186 -2,574,186

  財源
2,843,968 2,843,968

    税収等
2,294,072 2,294,072

    国県等補助金
549,896 549,896

  本年度差額
269,781 269,781

  固定資産等の変動（内部変動）
322,189 -322,189

    有形固定資産等の増加
3,050,736 -3,050,736

    有形固定資産等の減少
-2,778,546 2,778,546

    貸付金・基金等の増加
50,000 -50,000

    貸付金・基金等の減少
- -

  資産評価差額
445 445

  無償所管換等
-3,306,878 -3,306,878

  その他
- - -

  本年度純資産変動額
-3,036,651 -2,984,243 -52,408

本年度末純資産残高
7,913,991 10,709,483 -2,795,491

①純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

　・固定資産等形成分

　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

　・余剰分（不足分）

　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

自　平成29年4月1日

至　平成30年3月31日



【【【【様式第4号様式第4号様式第4号様式第4号】】】】

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高

28,770

本年度歳計外現金増減額

-11,640

本年度末歳計外現金残高

17,130

本年度末現金預金残高

184,310

    その他の収入

-

財務活動収支

-171,414

本年度資金収支額

-171,257

前年度末資金残高

338,438

本年度末資金残高

167,180

  財務活動支出

535,914

    地方債償還支出

535,914

    その他の支出

-

  財務活動収入

364,500

    地方債発行収入

364,500

    貸付金元金回収収入

-

    資産売却収入

3,248

    その他の収入

-

投資活動収支

-511,867

【財務活動収支】

    貸付金支出

-

    その他の支出

-

  投資活動収入

382,533

    国県等補助金収入

265,285

    基金取崩収入

114,000

【投資活動収支】

  投資活動支出

894,400

    公共施設等整備費支出

813,980

    基金積立金支出

80,420

    投資及び出資金支出

-

  臨時支出

25,113

    災害復旧事業費支出

25,113

    その他の支出

-

  臨時収入

10,972

業務活動収支

512,024

  業務収入

2,699,790

    税収等収入

2,291,273

    国県等補助金収入

273,638

    使用料及び手数料収入

65,955

    その他の収入

68,924

    移転費用支出

1,109,580

      補助金等支出

437,305

      社会保障給付支出

245,527

      他会計への繰出支出

425,923

      その他の支出

824

    業務費用支出

1,064,046

      人件費支出

558,332

      物件費等支出

487,709

      支払利息支出

16,002

      その他の支出

2,003

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

自　平成29年4月1日

至　平成30年3月31日

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

【業務活動収支】

  業務支出

2,173,626


